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研究成果の概要：建築物の性能的火災安全設計においては，想定火災に対して在館者の避難安

全や構造躯体の耐火性を確保することが行われる．そのため，多様な建築空間における可燃物

の実態を踏まえ，その燃焼性状を正しく想定することが安全確保のために必須である．本研究

では，１）主要な用途における可燃物量の変動の定量化と代表的な可燃物の燃焼性状の集約，

２）ウレタン系可燃物の実大燃焼実験，３）燃焼実験データの外挿法，４）可燃物の燃え拡が

り過程の計算方法整備にむけた実験の４項目について研究を行い，設計用火源の整備に資する

知見を得た． 
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2006 年度 8,200,000 2,460,000 10,660,000 

2007 年度 3,200,000 960,000 4,160,000 

2008 年度 3,500,000 1,050,000 4,550,000 
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総 計 14,900,000 4,470,000 19,370,000 

 
研究分野：工学 
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１．研究開始当初の背景 
２０００年６月に改正された建築基準法

にみられるように，建築物の火災安全は性能
設計時代となった．すなわち，避難安全検証
法と耐火性能検証法の２つの検証法が建設
省（現：国交省）告示として制定され，建物
内で想定される火災の状態を予測した上で
「安全に逃げられる」ことと「構造体が崩壊
しない」ことを確かめる方式が採用され，性
能設計の枠組みが示された．性能の土俵で安
全性を論ずることが法令の枠組み上は可能
になった． 

建築物の性能的火災安全設計を行うため
には，「設計火源（設計用入力火災）」を設定
することから始まる．しかし，しかし，建築
物内の可燃物の燃焼を工学的に捉える方法
論が未整備であった． 
 

２．研究の目的 
建築物内の可燃物の燃焼は，種々の要因に

より大きなばらつきがあって，国土交通省告
示で与えられるような一義的なものではな
い．可燃物の燃焼は，おおむね下記のような
２段階を踏まえて考察されるべきである． 
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１）どのような可燃物を建築設計上考慮すべ
きか（用途区分別の特性的可燃物配置）：建
築空間内に存在する可燃物の種類と量（密
度）は，建物用途および室用途に依存すると
考えられる．また，燃焼性状を考えると，空
間内を平均した密度だけではなく，形状（代
表寸法，特に高さ）と，可燃物間の配置，壁
面や柱等の建築要素との位置関係に依存す
る．従って，性能設計のための火源としては，
（建物用途）×（室用途）の組み合わせと，
建築設計（平面計画等）の文脈に応じて，典
型的な可燃物の配置パターンを想定しなけ
ればならない． 
２）可燃物の燃焼性状を工学的にモデル化す
る．：上記１で抽出された典型的パターンの
可燃物配置に対して，燃焼パターンを求める
標準的計算手法とその裏付けとなる実験デ
ータが必要である．これは，可燃物単体の燃
焼実験データベースとその外挿法，火炎形状
予測法，複数可燃物間の燃え広がり予測法の
３つから成る． 一例として，ソファの燃焼
実験データを文献に基づいてまとめた結果
を次図に示す．このような形で代表的な可燃
物毎に特性値を定めた上で，上図のようなレ
イアウトに応じた延焼予測シミュレーショ
ンを行う方法を構築する． 
 
３．研究の方法 
(1)可燃物量の特性化 
これまでに行われた可燃物調査で，調査原本
に近いレベルまで遡って分析可能なものが
７件程度存在する．しかし，これらの多くは
火災荷重（床面積当たりの可燃物重量）とし
てのみ整理されており，初期および中期の火
災性状予測のためには再整理する必要があ
る．分析対象は，オフィスビル，物販店舗，
学校等とし，可燃物配置を壁面，出入り口，
柱（柱型）との相対的な位置関係で整理し，
用途別の典型的可燃物配置パターンを抽出
する． 

(2)代表的可燃物の燃焼実験および実験結果

の類型化 

各種可燃物の燃焼実験に関する既往の文献

収集結果（発熱速度データベース）を分析し，

椅子・ソファなどの家具類，家電品，クリス

マスツリー，乗用車などの可燃物の代表的な

燃焼パターンを類型化する． 

また，ソファについては建築空間において

最も激しく燃焼すると考えられるので，実大

燃焼実験を行って，発熱速度，火炎形状など

の基礎的データを収録し，モデル化する． 

(3) 燃焼実験データの外挿法 
 実在物品の燃焼性状を把握するためには，
実物を燃焼させる実験が直接的であるが，実
験装置の制約もあり，実物大の可燃物をその
まま実験に供することができないことも多

い．例えば，実物の半分だけを切り取って実
験に供したり，サイズを縮小させたりして行
わざるを得ない．このような場合には，測定
データから実物大の燃焼性状を何等かの方
法で推定しなければならない． 
実験データを外挿する論拠を導くため，寸

法（幅，奥行き，高さ）が異なるウレタンブ
ロックの単独および複数同時燃焼実験を，自
由空間にて行い発熱速度を測定した．実験時
の観察に基づき，寸法による燃焼性状の変化
を表す物理モデルを作成し，その精度を検証
した． 
(4) 可燃物の燃え広がり過程の予測法に向
けた実験 

実在の建築空間に単一の可燃物しかないこ

とは希であり，殆どの空間では複数の可燃物

が存在している．個々の可燃物の燃焼性状か

ら，室内における複数可燃物間の燃え拡がり

過程を予測することができれば，火災安全設

計上の利便が大きい． 

しかし，実物の燃焼実験は，安全上の理由

から自由空間（天井が高く容積の大きい実験

室）で行われることが多い．同じ可燃物であ

っても有限の容積の室で同じ燃焼性状とな

るとは限らない． 

そのため，ルームコーナー試験装置（２．

４×３．６×２．４ｍの小部屋）内にウレタ

ンブロックを設置し，燃焼性状を調べた． 

 
４．研究成果 
(1) 可燃物量の特性化 
火災安全設計用の火災荷重(可燃物量)に

ついては，過去にいくつかの調査が行われ，
可燃物密度としてデータが示されている．し
かし，現状において標準的な調査方法を明文
化したものがなく，調査方法や調査項目，ま
た，可燃物の発熱量の集計方法も調査実施者
毎に適宜定義してきた．そのため，調査結果
として提示されている可燃物密度の数値に
は互換性がなく，データの比較と集積を阻ん
できた． 
そこで，本研究では，既往の可燃物調査文

献を分析し，調査方法の違いにより得られる
値の差異を定量化した．発熱量の集計におけ
る各要因について影響度を調べた．材料別の
単位重量あたりの発熱量の設定方法に関し
ては，可燃物の材料を細分類して材質ごとに
発熱量を与えた場合と，材料を木質系と高分
子系２つに大分類した場合では，２割程度の
差が生じた．一方，収納形態による燃焼率の
扱いについては，用途によりその影響度が異
なる．会議室などで可燃物が少ない空間では
不燃家具内に収納される可燃物も少なく，収
納形態による影響は比較的小さい．一方，事
務室などでスチール製家具に書類等の多く
の可燃物を収納している用途では，収納係数



（収納家具により燃焼率を低減するための
係数）を用いた場合と，全てが完全燃焼する
と考えた場合とでは，得られる可燃物密度の
値が２倍ほど異なるという結果が出た． 
分析に用いたデータから，収納係数の扱い

を補正するための換算式を導き，既存の可燃
物調査のうち収納係数を使っていないデー
タを補正した．結果の例を図 1に示す．他に
も宿泊施設の客室，共同住宅の住戸について
収納可燃物発熱量密度の変動を確率密度関
数として示した． 
 

収納係数を用いた収納可燃物発熱量（換算後）
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図 1 事務室の収納可燃物密度のヒストグラ
ム（収納係数を考慮，平均値 314 MJ/m2，標
準偏差 151MJ/m2） 
 
(2-1) 代表的可燃物の燃焼実験および実験
結果の類型化 
初期成長から局所火災あるいは盛期火災

へ成長する過程における可燃物の燃焼性状
は必ずしも定量的に捉えられていない．そこ
で，本研究では，自由空間で行われた既往の
実物燃焼実験データを分析し，発熱速度の時
刻歴を特性化した．このとき，設計時に利用
できる情報の質を考慮し，a) 物品名称から
推定する方法，b) 物品名称と寸法から推定
する方法，c) 可燃物の材質（木質／プラス
チック）と寸法から推定する方法の３つを提
案した． 
(2-1-a) 物品名称から推定する方法 
このカテゴリーの可燃物として，1 人用プ

ラスチック系椅子（クッションあり），1人用
硬質プラスチック系椅子，1 人用木質系椅子，
1 人用ソファ，2～3 人用ソファについて，発
熱速度の時刻歴を整理した．このうち，1 人
用ソファの結果を図 2 に示す． 
(2-1-b) 物品名称と寸法から推定する方法 
クリスマスツリーやマットレスのように，

物品名称がわかっても可燃物の寸法を想定
することが困難な物品もある．そのような可
燃物に対しては，可燃物寸法に応じた発熱速
度時刻歴の推定が必要である．例として乾燥
状態のクリスマスツリーを例として，可燃物
寸法に基づく発熱速度時刻歴の推定方法を
示した．可燃物を外径寸法（直径と高さ），
重量，および材質で表し，これらを説明変数
として火災成長率，最大発熱速度，定常燃焼
の継続時間および火災減衰率を相関させた

回帰式を作成した． 
(2-1-c) 可燃物の材質（木質／プラスチッ
ク）と寸法から推定する方法 
一般的な建築設計の場面では，物品名を特

定できないことが多い．そこで，可燃物の外
形寸法と材質（木質系もしくはプラスチック
系）の情報のみから，図 3の方法により発熱
速度の時刻歴を概算する方法を作成した．対
象とした実験データは，木質系可燃物が 46
件，プラスチック系可燃物が 117 件である．
推定結果を元データと比較したところ，予測
誤差は概ね２倍程度であった． 
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図 2 1 人用ソファの発熱速度時刻歴の整
理結果（平均±標準偏差をモデル化） 
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図 3 発熱速度時刻歴の推定方法 

 
(2-2) ソファの実物燃焼実験 
大型クッション家具は初期火災拡大に及

ぼす影響が大きいので，３人がけソファの実
物燃焼実験を行ない，発熱速度を測定した．
結果の一例を図 4に示す． 
 

 
図 4 ソファの実大燃焼実験結果の例 

 

(3-1) 寸法・形状が異なる可燃物の燃焼実験 
発熱速度と可燃物の寸法・形状との定量的



関係を導くため，ウレタンブロック(ウレタ
ンフォームを直方体にカットしたもの)を用
いて発熱速度等を測定した．試験体は，500
×500×500mmおよび500×500×300mmを単位
とし，これらを組み合わせて幅，奥行き，高
さを種々の値に設定した．図 5に実験の概要
を示す． 
 

温度測定点(試験体中央軸上)
H=h+100～3500mmにおいて
鉛直方向　100mm間隔

温度測定点(試験体表面)
横方向　100mm間隔
奥行き反対方向　100mm間隔

h

a
b

c

熱流束測定点
試験体表面より
パターンⅠ　a=700mm,b=1000mm,c=1500mm
パターンⅡ　a=1000mm,b=1500mm,c=2000mm

A CB

向き：熱流計A　試験体側面
　　　：熱流計B　上方
　　　：熱流計C　試験体側面
　　　：熱流計D　試験体側面
高さ　H=500mm

D

ロードセル(3点支持)

着火位置

実際はロードセル台下部に設置  
図 5 実験の概要 

 
a）試験体高さと発熱速度の関係 
高さが異なる試験体の発熱速度を比較し

て図 6に示す．着火直後の経過は同一である
が，高いものは側面における溶融物の滴下が
発生しやすくなるので，最大発熱速度が大き
くなる． 
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図 6 高さの異なるウレタンブロックの 

発熱速度 
 

b）上面の水平火炎伝播速度 
図 7に水平火炎伝播速度と時間の関係を示

す．着火直後の火炎伝播速度はほぼ一定で，
3～4mm/s であるが，時間が経つに従って火炎
伝播速度は上昇する． 
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図 7 水平火炎伝播速度の時間変化 
 

c）燃焼面積あたりの発熱速度 
上面の燃焼面積と発熱速度の関係を図 8に

示す．燃焼面積の増加に伴って，発熱速度は
大きくなるが，その勾配（単位面積当たりの
発熱速度）は燃焼面積が 0.5m2 あたりから急
増する． 
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図 8 燃焼面積と発熱速度の関係 

 
(3-2) 発熱速度状予測モデル 
熱可塑性プラスチック（ポリウレタンフォ

ーム）について，燃え拡がり面の拡大と燃え
尽きによる燃焼面積の経時変化，滴下物によ
る下からの燃え上がりを考慮したモデルを作
成し，実験値との比較を行った． 
図 9 に示すように，燃え拡がり面 (着火点

から燃え拡がり先端までの部分，面積 Am)と溶
融コアの形状変化を追跡し，燃え尽き部分の
面積（Ae）を計算する．燃え拡がり面の面積
と燃え尽き部分の面積の差が燃焼面積（Ab）
であり，これに単位面積当たりの発熱速度を
掛けて，全体の発熱速度を得る． 
以上の方法により，500×500×500mm のウ

レタンブロックの発熱速度を予測した結果を
図 10 に示す．着火後 60～300 秒は実験値より
も少し大きな値となるが，発熱速度曲線の概
形は実験値とよく一致した． 
 

 

Am(燃え拡がり 

先端までの面積) 

Ae 

Abh(上面の 

燃焼面積) 

Abd(側面の燃焼面積) (燃え尽き部分の面積)  
図 9 燃え拡がり面と溶融コアの時間変化 
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図 10 計算値と実験値の比較 

 
(4) 可燃物の燃え拡がり過程の計算方法整
備にむけた実験 
可燃物の燃焼実験は，測定技術上の都合に



より壁や天井を設置しない自由空間で実施さ
れることが多い．しかし，建築空間のように
室内での可燃物の燃焼では，上層に形成され
る層からの放射熱によって燃焼が激しくなる
ことが予想される． 
そのため，図７に示すように，(3-1)と同素

材のウレタンブロックを ISO9705 ルームコー
ナー試験装置に設置し，煙層による燃焼促進
効果を調べた．結果を自由空間での測定結果
と比較して図８に示す．この例では室内の方
が，自由空間より高いも４割ほど最大発熱速
度が増加した．燃焼面での熱量バランスから
燃焼促進に寄与する煙層からの入射熱流は，
煙層温度および高さの測定値から推定した放
射熱量と良好に一致することが確かめられ，
煙層からの放射熱を考慮した燃焼促進を考慮
した燃え広がり予測モデルの開発に道を開い
た． 
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図 11 室内でのウレタンブロックの燃焼状況 
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図 12 自由空間と室内での発熱速度の比較 
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